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体のミッションと有機的に関連した，非営利組織体
独自のマネジメントの必要性が感得されるのであ
る．
　本稿は，非営利組織体のマネジメントの基礎を成
す会計基準に焦点を当て，世界をリードしてきたア
メリカの非営利組織体の基準設定に携わる組織が，
どのようにして非営利組織体の会計の統一を成し得
たか，その過程を概観することによって，わが国の
非営利組織体の会計基準設定研究に僅かながらでも
貢献し得ることを目的としている．

2 .  わが国の非営利組織体会計基準設定機関
　パブリック・セクター，プライベート・セクター
の会計は，共に目的適合性に合致した信頼し得る，
適正な会計報告責任の遂行による受託責任の解除，
という同様の目的を有しているが，両者は異なった
会計報告責任を有す．このことは両者における収支
の性質の相違と，それによる開示情報の相違から理
解される．例えば，パブリック・セクターは収入が
租税法によって保障されているという特徴を持ち，
会計目的は予算立案とその適正な執行及び報告が主
な目的となる．したがってパブリック・セクターに
は収入を得るため，企業のような経営努力は原則要
求されない．その報告は財政法に基づく会計法によ
り大枠は定められているものの，会計基準等の会計
処理に関する理論だった規定がないため統一性に欠
けている．近年，パブリック・セクターへの複式簿
記の導入や，会計基準の設定，設定機関等に関する
論議が活性化している所以である†1）．
　それに対し，民間非営利組織体（以下，非営利組
織体と略す）は営利組織体と同様にその収入（収
益）がサービスに対する支出（費用）の対価として
確定されるため，その収入を担保するものは，より
よいサービスを効率よく提供することによって，資

1 .  はじめに－問題の所在－
　非営利組織体会計にはパブリック・セクター
（国，地方自治体）を対象とする領域とプライベー
ト・セクター（民間非営利組織体）を対象とする領
域がある．本稿が対象とする非営利組織体会計はプ
ライベート・セクターの会計である．経済の低迷化
が続く中にあって，企業が提供し得ない（採算が見
込めない），公益（医療，福祉，教育等）に関わる
サービス提供組織体である非営利組織体の役割は以
前にも増して増大しつつある．しかし，国家財政が
逼迫するなかにあって，その活動に十分な財源を確
保することが困難となった．そこで，これまでの非
営利組織体の活動内容と組織形態を精査し，業務の
効率化を図り，財源を有効に活用すること，つまり
非営利組織体の活動を効率的にマネジメントするこ
とが喫緊の課題となってきたのである．
　非営利組織体は，税金，社会保障費，寄付といっ
た公的資金で運営されているため，本来，その財務
内容は適正に国民に開示されるべきものである．そ
のことによって，財務諸表は公的資金が不当，ある
いは不正に使用されていないか，といった監視機能
を果たす役割を有するのである．しかしながら，非
営利組織体の財務内容は，財務諸表を「閲覧に供
す」と所轄官庁が勧告しているケースもあるが，実
際には，ほとんど開示されていないのが実状であ
る．つまり，所轄官庁が，その財務内容の開示を勧
告してはいても，罰則規定がないため，その勧告は
実質的な効力を有するに至っていないのである．
　現在，非営利組織体のマネジメントについて論じ
られている理論と手法のうち，非営利組織体のため
に開発されたものはほとんどなく，企業のマネジメ
ント手法を援用しているにすぎない．営利組織体と
非営利組織体のマネジメントの境界は曖昧であり，
その輪郭は甚だ亡羊としている．ここに非営利組織

非営利組織体における会計基準設定の歴史的展開
―アメリカの展開と日本への示唆―

須藤芳正*1　谷光　透*2

短　報



1040619_川崎医療福祉学会誌20巻2号_4校_村田 By IndCS3<P466>　

須藤芳正・谷光　透466

源提供者の信頼を得ることのみによってしか保障さ
れない．したがって非営利組織体が継続的に経営を
行っていくためには，組織が資源提供者から得た資
源をいかに効率的・効果的に使用すること，すなわ
ち経営努力が要求され，また，その結果は適正に財
務諸表に写像されねばならない†2）．
　爾来，パブリック・セクター同様，個々の非営利
組織体の会計報告にあっても，それを厳密に規定す
る法律が無く，以下に述べるように，非営利組織間
の比較可能性の欠如，恣意的な会計操作による不正
といった問題が顕在化し，非営利組織体の会計の不
透明性が社会的問題となっている．また，一部の非
営利組織体にあっては，インターネット等で財務諸
表を一般に公開しているケースもあるが，ほとんど
の非営利組織体は，所轄官庁に提出するのみで，一
般市民の閲覧に供する準備が出来ていないばかり
か，職員，施設利用者にさえも公開していないのが
実状である．半公的機関である非営利組織体のこう
いった閉鎖的体質は透明性の確保といった観点から
は今後問題となってくるであろう．近頃，政府が
行った「事業仕分け」によって，公益法人等の不適
当な資金の使途が顕在化し，社会的関心となってい
るのは，周知の通りである．
　2000年代に入り，公益法人，社会福祉法人，医療
法人，ＮＰＯ法人等がそれぞれの独自の会計基準も
しくは準則を新たに設定し，その遂行を所轄官庁が
勧告している†3）．しかし，これらの基準は企業会
計のように商法や証券取引法等の法律によって規定
されたものではなく，罰則規定はない．また，公的
資金で運営されながら，サービス提供の種類が異な
ると非営利組織体間の財務比較可能性が損なわれる
という事態を生じている．すなわち，非営利組織体
研究の先進国であるアメリカから遅れること20余年
にして，漸く，個々の財務諸表の有機的関連を重視
した，会計システムが整備されつつあるわが国の非
営利組織体会計基準には，サービス提供グループ，
所轄官庁を横断する統一的会計基準を構築するとい
う着想が欠落しているのである．この着想の欠落に
は，縦割行政による閉鎖性の弊害が感得される次第
である．その弊害を解決するためには，各所轄官庁
が独自で会計基準を設定するという慣行を止め，ア
メリカのように，単一の機関がその設定主体にな
り，それを制度によって承認する形式を構築すべき
であろう．「日本公認会計士協会」や「公益財団法
人　財務会計基準機構」などの権威ある民間の組織
が中心となり，学者，職業会計人，証券関係者，実
務担当者を交え，会計基準を検討し，設定するのが
理想ではあるが，現状，所轄官庁がその権限を委譲

するとは考えにくい．

3 .  アメリカの会計基準の歴史的展開とGAAPとの関連
　本稿をすすめるにあたり，アメリカの非営利組
織体が財務諸表を作成する際にその規範とする
会計原則（accounting principles）及び会計基準
(accounting standards)の設定機関の淵源について触
れる必要があろう．
　会計原則及び会計基準は，経済法則に規定される
経済現象を客観的かつ非操作的な会計形式で現象さ
せることにより，経済現象を合理的に説明すること
に貢献している．また，会計理論は，客観的経済関
係の中で成立を規定される税金や配当を，会計上の
利益によって決定することで，その成立に奉仕す
る．換言すれば，会計理論は変動的でインフォーマ
ルな会計実務を信頼しうるもの，合意するに値する
ものとして論理化するために，会計理論そのものの
論理性・合理性を構築しようとするのである．敷衍
すれば，会計原則及び会計基準は，上記のような機
能を遂行する制度的形式としての規範的会計実務導
出するために，会計慣習を論理的・合理的に精練化
した会計行為の法則の体系なのである．
　現在，アメリカにおいて会計原則は会計基準とほ
ぼ同義に解することができるが，歴史的には，会計
基準が会計行為の拠り所となる規範として有用なも
のであるのに対し，会計原則は普遍妥当性と恒久性
をもつような会計行為の一般的原理・法則を示すも
のとされる．
　アメリカの会計原則及び会計基準は，後述するよ
うに権威ある民間の団体が，十分な議論や調査を基
に公表し，それを法律が追認するという形で展開し
てきた．この点，わが国の営利組織の会計基準が，
2001年7月にプライベート・セクターである「公益
財団法人　財務会計基準機構」の会計基準等の設定
の発足まで，旧大蔵省企業会計審議会（パブリッ
ク・セクター）主導で設定され，結果，会計基準は
「一般的に認められた会計原則」というよりも，法
律や規則に近い性質を有することとなったことと大
きく相違する．
　1930年代以降，アメリカ会計学会（American 
Accounting Association：以下，AAA），アメリカ
公認会計士協会（American Institutes of Certified 
Public Accountants：以下，AICPA）の会計原則
審議会（Accounting Principles Board ：以下，
APB）が会計原則・会計基準の設定を行ってい
た．APBは「意見書(Opinion of APB)」を逐次発
表（第31号まで）したが，十分な研究体制が整っ
ていないことや，権威ある団体の圧力を受けてい
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るといった社会的批判を受け，1973年に解散と
なった．1973年以降は，企業と非営利組織体会計
に関してはAICPAとは別個の組織（構成員は，公
認会計士，学者，会社役員，財務分析家など）で
ある財務会計基準審議会（Financial Accounting 
Standards Board：以下，FASB）が証券取引委員
会（Securities and Exchange Comｍission：以下，
SEC）より会計基準設定機関の支持を得て，会計原
則を包含したものとして会計基準を設定している．
なお，FASBは当初、政府及び州地方政府会計をも
対象としていたが，1984年以降，FASBから分離し
た公会計基準審議会（Governmental Accounting 
Standards Board：GASB）が会計基準の設定機関
となり，以降，漸次，会計基準を公表している．
　次にFASBの会計基準と「一般に公正妥当と認め
られた会計原則（Generally Accepted Accounting 
Principles：GAAP）」の関係について考察する．
AICPAは州・地方政府以外の機関に適用（営利
組織体・非営利組織体）されるGAAPに合致す
る会計基準について，1992年１月に監査基準書
（Statement on Auditing Standards：SAS）第69
号「meaning of“Present fairly in conformity with 
generally accepted accounting principles”in the 
independent auditor’s report」（独立した監査報告
において一般GAAP準拠した適正に表示しているこ
との意味）1）を公表し，以下のようにGAAPのヒエ
ラルキーについて見解を表明した．
カテゴリーa：�FASBの財務会計基準書（Statement 

of Financial Accounting Standards：
以下，SFAS）及びAPB意見書，
AICPAの研究広報（Accounting 
Research Bulletins：ARB）

カテゴリーb：�F A S B の 専 門 広 報 （ T e c h n i c a l 
Bulletins：以下，TB），AICPA
の 業 種 別 監 査 指 針 及 び 意 見 書
（Statement of Position：以下，SOP）

カテゴリーc：�FASBが承認済みのAICPAの会
計基準実行委員会（Account ing 
Standards Executive Committee：
AcSEC）の実務広報及びFASB緊急
問題対策タスクフォース（Emerging 
Issues Task Force：EITF）のコン
センサス

カテゴリーd：�AICPAの会計解釈指針，FASBス
タッフによって公表された（“Qs 
and As”），業界において広く認め
られ，行われている実務

設定されている�会計原則がない場合：FASBの財務

会計概念書（Statement of Financial 
Accounting Concept：SFAC），
AICPAのAPBステートメント，
A I C P A の 論 点 整 理 ， 国 際 会 計
基準（International Accounting 
Standards：IAS），GASBステート
メント，他の専門団体または調整機
関の発表物，AICPAの専門実務手
引書，会計学の教科書及び論文2,3）

　しかし，SAS第69号のヒエラルキーには，(a)そ
れが実際の組織（entity）よりもむしろ監査人の立
場を指向するものであること　(b)それが複雑であ
ること　(c)SFACが正当な手続きを経て承認された
ものであるにもかかわらず，その位置づけが正当
な手続きを経ていない実務上の慣行よりも下位に
ランクされている，という批判が出たため，FASB
はGAAPヒエラルキーの再構築に着手し，2005年
4月の公開草案を経て，以下のように2008年5月に
SFAS第162号「一般に認められた会計原則のヒエ
ラルキー」（The Hierarchy of Generally Accepted 
Accounting Principles）4）を公表した。
カテゴリーa：�SFAS及び同解釈指針，FASB第133

号導入に関する出版物，FASBス
タッフの意見，およびARB，APB

カテゴリーb：�TBおよびFASBにより承認された，
AICPA業種別監査及びガイド及び意
見

カテゴリーc：�FASBが承認済のAcSEC，FASB緊
急問題専門委員会（Emerging Issues 
Task Force Statements：EITF）の
コンセンサス

カテゴリーd：�FASBのスタッフによって公表され
た解釈指針（Q&A）及びAICPAの
解釈指針，FASBによりされていな
いStatements of Position，ならびに
一般的にまたはその産業内において
広く認められ支配的になっている実
務であるがFASBによって承認され
ていないSOP

　以上，GAAPヒエラルキーの経緯を概観した．
SFAS第162号は，FASBを中心として会計処理基準
をカテゴライズしているため，会計処理の判断基準
が分かりやすくなり，またSAS第69号よりFASB財
務会計基準書，スタッフの意見，概念意見書等の
ウェイトが増した．とまれ，現状は，非営利組織体
の会計処理はFASBの会計基準に準拠して行うこと
が，GAAPを遵守することに他ならないのである．
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4 .  FASBによる非営利組織体会計基準
　FASBにおける会計基準は，1966年にアメリカ
会計学会（American Accounting Association：
以下，AAA）が発表した，「基礎的会計理論」
（A Statement of Basic Accounting Theory：
以下，ASOBAT）で体系的に展開された，「意
思決定・有用性アプローチ（decision-usefulness 
approach）」に基づく会計理論である．意思決
定・有用性アプローチはそれまでの取得原価主義・
損益計算中心の「古典的・真実利益アプローチ」に
基づいた会計原則を採用しておらず，会計情報を，
その目的のために統合された一つのシステムとして
看做している．すなわち意思決定・有用性アプロー
チとは，会計を「情報の利用者が事情に精通して判
断や意思決定を行うことができるように，経済的情
報を識別し，測定し，伝達するプロセス」と規定
する会計理論なのである5）．意思決定・有用性アプ
ローチが台頭してきた背景には，1950年代後半から
60年代にかけて，経営学や経済学の隣接領域で「情
報理論」が論議されるようになったこと，従来の帰
納的＝経験的では複雑化する会計実務の正当化を行
うことが難しくなったことが考えられる．つまり，
ASOBATを機にアメリカ会計研究は従来の帰納的
＝経験的方法から，演繹的＝規範的アプローチへと
その理論構築のスキームを変化させ，結果，意思決
定・有用性アプローチが現在のFASBの会計基準の
根幹をなす会計理論となっているのである．しかし
意思決定・有用性アプローチは実証的研究（イベン
ト・スタディやレベル・スタディのような市場志向
型の研究）に重きを置かず，会計は「かくあるべき
もの」といった信念の体系として理論を展開してき
た結果，今や，当該アプローチは「制度」として機
能し，会計研究と基準設定の乖離が懸念されると
いった事態も生じることとなった6）．
　とまれ，FASBは会計基準設定の理論的基盤を意
思決定・有用性アプローチに求めていることは明ら
かである．すなわちSFAC第1号「営利企業の財務
報告目的」（Objectives of Financial Reporting by 
Business Enterprises）のハイライトで「財務報告
は，現在および将来の投資者，債権者その他の情報
利用者が合理的な投資，与信およびこれに類似する
意思決定を行うにあたって有用な情報を提供しなけ
ればならない．情報は，経営および経済活動を正し
く理解し，また過度な注意を払ってその情報を研究
しようとする者にとって理解できるものでなければ
ならない」と記述しているとおりである．
　さて，AAAは1936年から1964年まで，次の4つの
報告書を発表した．

1936年　�会社報告諸表会計原則試案（A Tentative 
Statement of Accounting Principles 
Affecting Corporate Report）

1941年　�会社財務諸表会計原則（Accoun t i ng 
Principles Underlying Corporate Financial 
Statements）

1948年　�会 社 財 務 諸 表 諸 概 念 お よ び 諸 基 準
（Accounting concepts and Standards 
Und e r l y i n g  C o r p o r a t e  F i n a n c i a l 
Statements）

1957年　�会 社 財 務 諸 表 会 計 お よ び 報 告 諸 基 準
（Accounting and Reporting Standards 
for Corporate Financial Statements）

　この他に会計原則ではないが，1940年にそれ
に準ずる役割を果たすものとして，アメリカに
おいて「動態論（Dynamische Bilanzrheorie）」
を完成させたとされるペイトン（W.A.Paton.），
リトルトン（A.C.Littleton,）の『会社会計基準
序説（An Introduction to Corporate Accounting 
Standards）』がAAAから発刊されている8）．
　このようにAAAは一貫して会計原則及び会計基
準並びに会計理論の展開のための活動を続けてき
た．AAAは「本委員会は，会計を，情報の利用者
が事情に精通して判断や意思決定を行うことができ
るように，経済的情報を識別し，測定し，伝達する
プロセスである」と定義している．また委員会は
「この報告書利益を目的とする企業のみならず，広
く個人，受託者，行政団体，慈善事業その他これに
類似する経済単位の活動にも適用することと考えて
いる．情報システムは，営利企業はもちろんのこ
と，営利性を唯一の目的とも，あるいは重要な目的
ともしない経済単位が組織体としての目的を遂行す
るにあたって，経営者その他の人々に役立つように
設計される」とし，さらに「この報告書は営利企業
の例を用いているので、基本的には営利企業を指向
しているように見えるかもしれないが，意見と勧告
はすべて，非営利の組織体にも同じように適用でき
る」としている9）．
　AAAは会計学会の立場から1971年に「非営
利法人の会計実務委員会報告書」（Report o f 
Committee on Accounting Practices of Not-for-
Profit Organization）を発表している．この報告書
は，非営利事業の会計に関する研究を初めて体系的
に発表したものとして高く評価され，ASOBATと
並び，今日のFASBの非営利組織体会計研究の礎石
となったと考えられる．この報告書で，とりわけそ
の後のFASBの非営利組織体会計研究に影響を与え
たものは，以下の事項であろう．
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⑴　�ファンド・アカウンティング　ファンドを基準
とする会計区分の会計及び報告の必要性は認め
るが，法人全体としての把握に欠ける．法人全
体としての総合的報告書の作成が必要である．

⑵　会計の基準　発生主義会計が必要である．
⑶　�固定資産に関する処理　固定資産の取得，減価

償却，除却等につき，減価償却の実施を始め企
業会計方式の実務への導入が必要である．

⑷　�コスト計算　非営利組織体においてもコスト計
算の実施が必要である．

⑸　�報告　法人全体としての財政状態及び運営結果
を示す財務報告書作成が必要である．

　FASBは1973年に活動を開始したが，非営利組
織体に関するSFASを公表したのは1987年のSFAS
第93号「非営利組織体による減価償却の認識」
（Recognition of Depreciation by not-for-profit 
Organization）が初めてである．ただしFASB
はSFAS第93号の公表に至るまで，1980年5月，
SFAC第2号「会計情報の質的特徴」（Qualitative 
Characteristic of Accounting Information），1980
年12月SFAC第4号「非営利組織体の財務報告の
諸目的」（Objectives of Financial Reporting by 
Nonbusiness Organization）」を発表し，これは
SFAC第1号の「営利企業の財務報告目的」と対を
なすものであり，その後の基準設定の概念的基礎と
なった．さらに，1985年，SFAC第6号「財務諸表
の諸要素」（Elements of Financial Statement）を
公表し，非営利組織体の会計概念フレームワークの
基盤形成を行っている．またFASBはアンソニー博
士（R．N，Anthony）に非営利法人会計に着手す
るために，非営利法人会計に関する調査を委嘱し問
題点の整理を試み，その成果を1978年に「非営利
法人の財務会計に関する調査報告書（アンソニー
報告書とも呼ばれる）」（Financial Accounting in 
Nonbusiness Organizations：An Exploratory Study 
of Conceptual Issues）を公表し，この報告書は，
以後のFASBにおける非営利組織体研究の指導的役
割を果たすこととなった．
　FASBが会計基準を公表する以前は，AICPAが
非営利組織体に関する監査の指針として「病院監
査ガイド」（Audits of Hospitals）―後に「ヘルス
ケア・サービスの提供者の監査ガイド」（Audits 
of Provider of Health Care Services）10）に代替さ
れた，「大学の監査ガイド」（Audits of Colleges 
and Universities）11），ボランタリー保健福祉組
織の監査ガイド」（Audits of Voluntary Health 
and Welfare Organizations）12）を支柱とし，その
他，いくつかの非営利組織体に係る意見書を発表

した13,14）．このようにAICPAは非営利組織体の監
査にあたってのいくつかのガイド指針を発表した
が，それらのガイドは，AICPA内の異なった委員
会によって作成されたため，そこには一貫性がな
かった．そこでFASBの公式見解が非営利組織体に
関する最も権威ある会計基準とされるにあたり，
AICPAはFASBとの整合性を視野に入れ，これまで
の矛盾を排除し，AICPA監査ガイド「非営利組織
体」（Not-for-Profit Organizations）15）を公表し，
このガイドによって業種別監査ガイドは廃止され，
監査ガイドは「健康管理組織」と「非営利組織体」
に統合された．両者の定義は，次の通りである．
⑴健康管理組織は病院、診療所、健康管理機関，福
祉施設，および在宅介護業務を含んでいる．
⑵非営利組織体は大学を含む他のすべての非営利組
織体をカバーしている．
　また，このガイドは，定期的に更新されて，最新
のFASBの公式見解を取り入れるとともに，FASB
が網羅していない非営利組織体の監査ガイドを提供
するものである16）．
　FASBが非営利組織体の特質として掲げているの
は，以下の3点である．
a．�提供した資産に比例する返済または経済的便益

の受領を期待しない資源的提供者から，相当額
の資源を受領すること．

b．�利益または利益同等物を得て財貨または用益を
提供すること以外に活動目的があること．

c．�売却，譲渡もしくは償還が可能な明確に規定さ
れた所有主請求権が存在しないこと，または組
織体の清算にさいして資源の残余分配を得る権
利があるという明確に規定された所有者請求権
が存在しないこと17）．

　また営利組織体との類似点は次の通りである．第
1に，非営利組織体と営利組織体はいずれも希少資
源を利用して財貨またはサービスを生産し，受益者
にそれを分配している．第2に，非営利組織体と営
利組織体はいずれも，外部から資源を調達し，当該
資源の受託者として資源提供者に会計責任を負って
いる，第3に，非営利組織体と営利組織体はいずれ
も，その基本目的を達成するのに必要な財貨または
サービスの生産活動を維持しなくてはならず，その
ために必要な資源を外部から継続的に調達しなけれ
ばない18）．
　営利組織体への資源提供者（株主，投資家，与信
者等）は，市場機構を通じて，その活動がどのよう
に効率的に行われ，その結果として，提供した資源
に対する見返りが適正に行われているか，といった
ことに示す会計情報に関心を有し，資源提供への意
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思決定を行うため，財務報告は，現在および将来の
投資者，債権者その他の情報利用者が合理的な投
資，与信およびこれに類似する意思決定を行うのに
有用な情報を提供しなければならない．対して，非
営利組織体は営利組織体に比べて市場にかかわる程
度が低くなる．すなわち，営利組織体にあって，市
場機構は事業体が売買する財貨および用役の効用お
よび満足の測定値ならびにかかる企業の全体的な業
績の測定値を提供する．しかしながら，非営利組織
体は持分市場を通してはその活動資金を調達せず，
通常，市場取引を通じずに資源の受領および財貨ま
たは用役の提供を行うので，市場取引は，かかる組
織体の資源配分過程においては，より限定された役
割しか果たさない．非営利組織体に対しては，営利
企業に対するほどには市場統制が存在しないのであ
る．その欠如を補うために別の種類の統制（コント
ロール）が導入される必要があるのである19）．
　では，どのような会計統制が必要となるのであろ
うか．SFAC第4号はそれを「現在および将来の資
源提供者その他の情報利用者が非営利組織体への資
源の配分について合理的な意思決定を行うのに有用
な情報」としている20）．
　非営利組織体会計にも営利組織体同様に，意思決
定・有用性アプローチに基づく統制，すなわち会計
基準の設置が求められているのである．
　以上のことからSAFC第4号は，営利組織体も非
営利組織体も開示すべき基本財務情報は同様とし
ていることが分かる．SFAC第4号を引き継ぎ，
1985年，非営利組織体の財務諸表の構成要素につ
いて公表されたSFAC第6号「財務諸表の諸要素」
（Element of Financial Statement）が，SFAC第3
号「営利組織体の財務諸表の諸要素」（Element of 
Financial Statement of Business Enterprise）を非
営利組織体をも包含したものへの改訂版であったこ
とからもこのことが察知されうる．
　FASBは1980年代にはじまった非営利組織体
の研究成果を踏まえて，1993年6月において，非
営利組織体の財務諸表のフレームワークをSFAS
第117号「非営利組織体の財務諸表」（Financial 
Statements of Not-for-Profit Organizations）におい
て公表した21）．
　SFAS第117号における非営利組織体の財務諸表
は，純資産に関わる諸要素以外，基本的に企業会
計のそれと類似したものとなっている．SFAS第117
号においてFASBは，非営利組織体が作成しなけ
ればならない主要財務諸表として，貸借対照表（A 
Statement of Financial Position），活動計算書（A 
Statement of Activity），キャッシュ・フロー計算

書（A Statement of Cash Flows）の作成を掲げ，ま
た，附録Cにおいて数パターンの財務諸表のフレー
ムワークを例示している．その他，主要な財務諸表
とはしていないが，財務諸表の注記（Notes to the 
Financial Statement）の作成が求められている22）．
　FASB，AICPAの公表物は，一貫して外部報告
は完全な発生主義において行われることを前提とし
ていた．つまり，一部の修正発生主義は許容する
（Fundsの拘束に係る取引）が，損益取引は支出・
収入という概念ではなく，すべて費用・収益として
認識するということである．SFAS第117号の計算
書の体系もこれまでのFASB，AICPAの考え方を踏
襲したものとなっており，勧告された財務諸表は，
ほぼ企業会計と同一の構造を有している．
　同基準書の要約に「これらの財務諸表が単一の全
体像としての法人に焦点を置き，これらの利用者の
持つ共通的ニーズに適合するような基礎的情報を提
供」という文言における，「全体像としての法人に
焦点」は収支計算から成果計算への脱却，「共通的
ニーズに適合するような基礎的情報」は意思決定・
有用性アプローチの適応を意味するものである23）．

5 .  おわりに
－わが国の非営利組織体会計の過去・現在－

　上記では，まず，わが国の非営利組織体会計基準
に統一的会計基準の構築の着想が欠落している問題
を指摘した上で，わが国の非営利組織体会計基準の
設定は，アメリカのように単一の機関が行うべきで
あり，その機関が設定した会計基準を制度によって
承認する形式を構築すべきであるとした．次に，
「アメリカの会計基準の歴史的展開とGAAPとの関
連」に触れた上で，アメリカの非営利組織体の基準
設定に携わる組織が，どのようにして非営利組織体
会計の統一を成し得たか，を概観した．
　そこで，以下では，わが国の非営利組織体会計の
「過去・現在」を明らかにする．特に，「過去」に
ついては，わが国の非営利組織体会計が，なぜ不統
一のままに現在に至っているのか，について述べ，
統一化の可能性を考察する．「現在」では，NPO
法人会計基準協議会により策定された，わが国初の
民間主導によるNPO法人会計基準を概観し，その
概観結果を踏まえた上で，わが国の今後の非営利組
織体会計の課題について述べたい．
　最初に，わが国の非営利組織体会計が，なぜ不統
一のままに現在に至っているのか，については，守
永誠治氏の簡潔且つ的確な指摘があるので，以下に
引用する．「わが国の非営利法人会計は経験の“蒸
留”（a distillation of experience）を軽視し，まず
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土台に法律があり，その上に会計基準が政府主導型
で作成され，多くの問題がありながらも，それに会
計実務は羊飼のもとの羊のように従業に従っていた
のである24）．つまり，わが国の非営利組織体会計
は，政府主導（具体的には，所轄官庁毎）で会計基
準が作成された結果，「非営利性」という観点か
ら，個別の非営利組織体会計（具体的には，公益法
人等，学校法人，社会福祉法人等）の整合性を図ら
れておらず，その結果「非営利組織体会計の統一
化」が現在まで果たされていない．
　しかし，わが国の非営利組織体会計は，所轄官庁
毎に非営利組織体会計が「一人歩き」してきたにも
かかわらず，後述する様に，NPO法人の会計にお
いて初めて，わが国初の民間主導によるNPO法人
会計基準が策定された．その策定以前の各非営利組
織体会計間の大半には，共通点が存在した．その共
通点は，以下の通りである25）．
⑴収支の状態を示す計算書の存在
　現金主義による収支の状態を示す計算書の存在で
ある．消費経済体である非営利組織体会計において
は，営利企業のように，利益獲得を第一の目的とし
ておらず，予算準拠主義に基づいて，予算を執行す
ることを第一の目的としている．その他にも，非営
利組織体は，経費や設備が必要であれば，国，地方
公共団体又は寄付者等からの資金提供を受ければ済
むために，収支の状態を示す計算書が重要となる．
⑵営利企業の損益計算書に準じた計算書の存在
　営利企業の損益計算書と同様に，実現主義あるい
は発生主義に基づいて取引の認識・測定が行われる
計算書の存在である．
⑶貸借対照表，財産目録の存在
　貸借対照表だけでなく，それを補完する財産目録
も要求されるという点である．両者が要求される理
由は，貸借対照表が提供する財産の貨幣情報だけで
なく，財産の物量情報も，非営利組織体において特
に重要性が高いからである．
　つまり，上記の共通点の存在から推測すれば，わ
が国の非営利組織体会計は，所轄官庁主導である
が，各非営利組織体会計間の影響が少なからず存在
していることが伺える．さらに，共通点の存在は，
わが国の非営利組織体会計の統一化への可能性を示
している．
　上記の事実を出発点として，今後のわが国の非営
利組織体会計のあり方について述べるとすれば，筆
者は，各組織間の「比較可能性の確保」のために，
「非営利性」という観点から，非営利組織会計の統
一化に向けての議論を行うべきであるし，その際に
は，民間主導による「経験の蒸留」としての会計基

準を策定するべきであると考える．また，筆者は，
統一化の議論を行う際には，上記の各非営利組織会
計間の共通点に配慮すべきであると考える．
　次に，NPO法人会計基準協議会により策定され
た，わが国初の民間主導によるNPO法人会計基準
について，若干の私見を述べたい．
　わが国の非営利組織体会計の歴史における
「NPO法人会計基準」策定の画期的な点は，わが
国で初めて「民間主導」による会計基準の策定が行
われた点である．先にも述べたとおり，わが国の非
営利組織体会計は，所轄官庁主導で策定されてきた
歴史が存在する．そこで，何故「NPO法人会計基
準」が，わが国初の民間主導で策定された画期的な
会計基準となり得た最大の理由を挙げるならば，議
員立法として生まれたNPO法が，自由で活発な市
民活動を促進するために，できる限り行政の関与の
度合いを少なくするという趣旨を踏まえている点を
挙げることが出来る．その点に関連して，NPO法
第28条は，行政の関与を少なくするかわりとして，
NPO法人に対して十分な情報公開を求めている．
つまり，行政の関与を少なくするためには，「市
民」に対する「情報公開」が必要不可欠であり，情
報公開の対象となる「会計報告」のチェックのため
には，「市民」自らがチェックするために，「民間
主導」の会計基準が必要となる訳である．したがっ
て筆者は，その必要性を背景として，「NPO法人
会計基準」が，わが国初の民間主導で策定された会
計基準になったと推察する26）．
　上記を指摘した上で，筆者が重要であると考える
NPO法人会計基準の改正内容は，以下の通りであ
る．
⑴従来の収支計算書から｢活動計算書｣へ移行した点
⑵無償又は著しく低い価格での財やサービスの提供
を会計報告の対象にしている点
⑶ボランティアによる役務の提供を会計報告の対象
にしている点
⑷使途が制約されている寄付金等の取り扱いを明示
している点
　特に，⑴については，アメリカの非営利組織体会
計における財務諸表の体系の影響が伺える．しか
し，この移行は，わが国の非営利組織体会計が，い
ままで「収支計算書」を中心とした財務諸表の体系
であったことと相反するものである．
　⑵から⑷については，非営利組織体特有の具体的
会計処理に関する改正内容である．特に⑵及び⑶
が，アメリカの非営利組織体会計の影響により，わ
が国で初めてNPO法人会計基準の内容に含まれて
いることは，わが国の非営利組織体会計において本
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注

†1）�パブリック・セクターへの複式簿記の導入に関しては，次の文献を参照されたい．（宮元幸平：自治体財務会計シス
テムにおける複式簿記構造の考察：東京都財務会計システムの分析を通じて，Research Bulletin of Seijoh University 
Faculty of Business，7，29−43，2009）

†2）�プライベート・セクターのマネジメントは従来「運営」と表現されていたが，1990年代後半から，「経営」という表現
を用いるのが一般的となった．

†3）�財団法人・社団法人は平成19年6月2日に公益法人制度改革関連三法（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律・公
益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律・一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及
び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律）が公布され，所轄官庁制が廃止と
なり，一般社団法人は，準則主義（登記）によって法人格を取得でき，公益社団法人・公益財団法人の認定は，内閣総
理大臣および都道府県知事が行うこととなった．
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むべきは，NPO法人会計基準の策定の議論におい
て，非営利組織体会計の統一化を前提にした議論
が行われなかったことではないだろうか．したがっ
て，今後の課題を解決するためにも，筆者は，わが
国の非営利組織体会計の在り方を，先行するアメリ
カの非営利組織体会計の統一プロセスから学ぶ意義
は大きいと考える．

格的に「非営利性」を反映した会計基準が策定され
たということであり，特筆すべきことである．
　最後に，わが国の非営利組織体会計における今後
の課題を述べるとすれば，筆者は，「非営利性」
という観点から，わが国の非営利組織体会計の統
一化を図ることであると考える．上記で述べた通
り，NPO法人会計基準は，わが国で初めて本格的
に「非営利性」を反映した会計基準であるが，惜し
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